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AIで運命のコントロールは
できるか？

　AIの普及により、開発協力の現場でも様々な「変革」がもたらされていますが、人間の安全保障へ

の貢献も明らかになってきました。人間の安全保障を「人が恐怖と欠乏から自由になり、尊厳をもっ

て生きられる状態」とするならば、AIが効果を発揮する場⾯は急速に増えています。

　「恐怖からの自由」を支える分野では、災害対応、医療、犯罪対策などが挙げられます。災害対応で

は、AIが気象・地形データを分析し、洪水、台風、土砂災害を予測することで予防手段が強化できま

す。また、地震後の被害推定により救助優先地域の特定ができれば、効果的な人命救助にも役立ちま

す。医療分野では、AIによる画像診断が病気の早期発見につながり、感染症などの予防につながりま

す。さらに、犯罪分野では、犯罪発生データを分析することで危険地域の可視化を可能にし、防犯カ

メラによる異常行動の検知を⾏うことで、住民の安全が守られます。

　「欠乏からの自由」を支える分野では、作物の生育状況や家畜の健康状態をAIが分析することで、食

糧の生産量増大に貢献します。金融アクセスの面では、AIによる信用評価により、銀行口座を持たな

い人々にも融資機会の提供が可能になります。また、教育分野では、AIが学習者に合わせた教材を提

供することで、教員が不足する地域でも質の高い教育が提供できます。さらに医療分野においても、

AIを活用した遠隔医療により医療アクセスの改善に寄与します。

　このようなAIの活用は、自律（自分で選び、決める力を支える）、参加（誰も排除されず社会に関わ

る）、可能性（持っている力を発揮できる）といった個人の尊厳の向上につながります。AIの価値は、

不確実な環境を予測可能にし、必要な資源を効率的に配分し、人間が安心して自立的に生きられる社

会を実現することといえます。すなわち、AIによって、人間の運命の解像度を上げることが可能にな

るというわけです。

　もちろん、AIの過信は禁物なので、様々な留意点がありますが、AIを人間中心の開発に用いるため

の工夫はますます必要になるでしょう。今回のソーシャルイノベーション通信は、AIと開発協力をテ

ーマにしており、現在のビジョン、行動案、具体的な協力事例を紹介します。読者の皆様にとって思

考の一助になれば幸いです。
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　AI（人⼯知能）技術の⾰新は、この⼀年間を振り返るだけでも、非常に速いスピードで進んでいま

す。

　JICAが生成AI利⽤ツール（Copilotの無償版・有償版）の利⽤を開始したのは、昨年の6〜7⽉でし

た。その後、活⽤促進に向けたセミナーや説明会の実施、利⽤ガイドラインや研修教材の整備を進めて

きました。また、現場発のユースケースを発掘し、横展開可能なベストプラクティスの蓄積を⽬指した

「⽣成AI活⽤コンテスト」には毎回多くの応募があり、JICA内での活⽤が着実に広がっていることを

感じます。

　やや古いデータですが、昨年10月24⽇から11⽉7⽇に実施した「AI利⽤に関するアンケート」には

1,119名から回答があり、⽣成AIを利⽤している方は7割強、そのうち9割の方が業務に役立つと認識し

ていました。現在同様の調査を⾏えば、活⽤している人数はさらに増えていると想像されます。翻訳や

メールの下書き、議事録作成といった⽤途にとどまらず、調査や分析など、活⽤の場⾯も広がっていま

す。加えて、⽣成AIの機能⾃体も⽇々進化しており、より便利になっていると実感されているかたも多

いのではないでしょうか。

　私がJICAで働き始めた1989年当時は、現在のように１人１台PCがある時代ではなく、書類は手書き

やワープロで作成していました。1993年から1996年に勤務したシリア事務所では、FAXもまだ⼀般的

ではなく、図⾯や写真を送ることはできず、TELEXによる文字通信で⽇本とやり取りしていました。現

在では、業務でFAXを使⽤する機会もほとんどなくなっています。当時は衛星テレビもなく、⽇本のニ

ュースは短波ラジオで知るしかありませんでした。

　その後、2002年から2004年にイランに赴任した際には、PCや携帯電話、衛星放送が利⽤可能とな

り、この間の技術進展の⼤きさを実感しました。PC、携帯電話、スマートフォンと新しいツールが普

及する中で、できることが増え、仕事の進め方も⼤きく変化してきました。⼀方で、変わらなかったも

の、変えなかったものもあったように思います。

　現在、AI技術は極めて速いスピードで進化しています。大量のデータを分析し、多様な提案を⾏うと

ともに、AIエージェントが人間に代わってタスクを実⾏する時代が到来しつつあります。さらに、フィ

ジカルAIの発展により、ロボットが担う作業領域も今後拡⼤していくでしょう。AIは、ますます多くの

人にとって身近な存在となっていくはずです。

　医療分野ではさらなる活⽤が進み、JICAの事業現場においても、AIの活⽤が⽇常の⼀部となってい

くと考えられます。衛星通信、ドローン、SNS情報などとAIを組み合わせることで、気候変動、農業、

防災、都市開発といった課題への対応も高度化していくでしょう。⾏政や公共サービスへの活⽤も進

み、民間企業の新たなビジネスの可能性も広がっていくと⾒込まれます。⾃国語によるAI開発の動きも

⼀層進む可能性があります。

　各国がAIを使いこなす社会の構築を目指す中で、JICAには、パートナーとして⾃立的にAIを活⽤で

きる基盤（政策、人材、データ、運⽤など）の強化を支援する役割が求められます。同時に、セキュリ

ティや民主性への配慮、分断を⽣まない仕組みづくりなど、安全・安心で信頼できるAIの実現に向けた

国際協⼒も重要です。

　AI技術は今後も急速に革新を続けていくでしょう。その活⽤の可能性を広く⾒据えつつ、産官学連携

を推進し、AI社会の基盤強化に取り組んでいくことが必要です。

  AIと国際協力

  最高デジタル責任者（CDO） 田中 泉



  JICAのAI分野における協力

　JICAは長年「人間の安全保障」の理念を掲げ、個人に焦点を当てた開発支援を推進してきました。

「保護」と「エンパワーメント」を両輪とする支援を展開しています。AI時代においても、AIがもたら

す新たなリスクと持続可能な成長の両⾯を踏まえ、「人間⼀人ひとり」に着⽬した取組を進め、「人間中

心のAI」を掲げています。

　開発途上国では、教育やヘルスケア、交通といった公共サービスにおいて、人手不⾜や⾏政の非効率

性、データ不⾜などにより、人々が⼗分なサービスを受けられない、あるいはアクセスに格差があると

いった課題が⽣じています。これらの課題はAIの活⽤により⼤きく改善できる可能性があります。⼀方

で、デジタル格差やアルゴリズムによる差別といった新たなリスクも⽣じ得ることから、AIの利活⽤・

展開には慎重な設計が求められます。

　JICAでは、こうした

リスクを踏まえつつ恩

恵を最大限享受できる

よう、持続可能な成長

を支えるAI戦略の策定

やAIリテラシーの向上

等を通じ、個人の「保

護」を強化していま

す。また、人々の⽣活

や産業の発展につなが

るAIユースケースの社

会実装を勧めること

で、個人の「エンパワ

ーメント」を促進して

います。

　AI分野での協⼒は、JICAがこれまでのODAで構築してきたパートナー国との信頼関係や、整備して

きたインフラなどの物理的アセット、さらにはその知⾒・ノウハウといった強みが活かされる領域で

す。JICAはこの分野に積極的に取り組んでいます。

ガバナンス・平和構築部　STI・DX室



インド中央政府向けAI支援
　インド政府は、AIを国家発展の中核と位置づけ、中央政府のAIイニ

シアティブ「IndiaAIミッション」を通じて研究開発や産業化を支える

エコシステムの構築を進めています。その中核施策の一つがAIKoshで

す。AIKoshは、データセット、AIモデル、開発ツール、実証環境を一

体的に提供する国家プラットフォームであり、研究者やスタートアッ

プが高品質なデータや計算資源へアクセスできる環境を整備すること

で、AI開発の加速と参入障壁の低減を目的としています。 

 

　本取組においてJICAは制度設計及び実装支援を担いました。まず

AIKoshについては、データセット・モデル・計算資源を統合したプラ

ットフォームのMVP設計・開発・高度化を主導し、AI活⽤基盤の整備

に貢献しました。2026年5⽉現在、AIKoshは10,666のデータセット

と300のモデルをオープンソースとして提供しています。

　さらにJICAは、2026年2月のインパクトサミット公式イベント「AI

for ALL Global Impact Challenge」の企画・運営を通じ、国際的なビ

ジネスコンテストを実施しました。60か国以上から1,350件を超える

応募があり、多段階の審査を経て上位20チームがファイナリストとし

てピッチを⾏いました。⽇本のAIベンチャーであるカーブジェン株式

会社も、受賞10チームに選ばれました。

写真：インド政府から表彰を受けるカーブジェン社

case. 1



case. 3

インドネシアAI戦略及びロードマップ策定支援
　インドネシアでは、AI戦略は構想段階から実⾏段階への移⾏期に
あるものの、人材不⾜や実装体制の未整備、政策の統合設計不⾜が

課題となっていました。通信・デジタル省（KOMDIGI）は国家AI
ロードマップ策定の必要性を認識し、JICAに支援を要請しました。
　JICAは、ベースライン分析や国際比較、施策整理を通じた制度設
計支援を実施しました。JICAがドラフトを支援したロードマップで
は、4本の柱、24のイニシアティブ、40以上のユースケースが体系
化されています。

　AI人材育成に関しては、インドネシア政府が推進する「AI Talent
Factory」構想の制度設計を支援し、産学官連携による人材育成モデ
ルの具体化に貢献しました。 
　その結果、AIロードマップは政策指針として整備・公開協議段階
まで進展し、今後の規制や制度化の基盤が形成されました。また、

AI Talent Factoryも人材育成の中核施策として構築が進みつつあ
り、インドネシアにおけるAIエコシステム強化に向けた実⾏基盤の
整備が前進しています。

参考：https://aitalent.id/home/?lang=en

case. 2

case. 3 カンボジアAI活用による
国立銀⾏の流動性予測能⼒強化
　カンボジアでは、ドル化が進んだ金融環境の下、正確な流動性予

測の確立が金融政策運営の高度化に不可欠な課題となっていまし

た。従来のモデルでは急激な市場変動への対応に限界がある中、カ

ンボジア国立銀⾏（NBC）はより精度の高い予測⼿法の導入を求め
ていました。

　JICAはこれまでの金融包摂や決済インフラ支援の成果を基盤に、
AIを活⽤した流動性予測モデルの開発・実証に取り組みました。
　本プロジェクトでは、⽇本のデジタルパートナーと連携し、統計

モデル、機械学習モデル、両者を組み合わせたハイブリッドモデル

の3類型を開発しました。
　政府預金および流通現金を対象とした予測について既存モデルと

比較検証を⾏い、精度向上を定量的に評価しました。特にIMFモデ
ルとの比較では、誤差指標の改善を⽬標としたPoCを実施し、有効
性の検証を進めました。

　その結果、データに基づく政策判断の高度化が進展し、金融政策

コミュニケーションの透明性・信頼性向上に寄与しています。ま

た、本取組を通じてNBCの分析能⼒強化が図られ、AI活⽤の基盤が
整備されました。今後は、東南アジアや他の新興国への展開も視野

に入れ、データ駆動型の金融政策支援の新たなモデル構築が期待さ

れています。



case. 3

case. 4

　AIの開発と普及の進展は非常に速く、産業振興や経済安全保障の観点からも避けて通れないものと
なりつつあります。日本が2025年に施行した「人工知能関連技術の研究開発及び活用の推進に関する
法律（AI法）」は、イノベーション促進とリスク対応の両方のバランスを取るものであり、多くのグロ
ーバル・サウス諸国から注目されています。

　JICAにも各国政府・実施機関から、AI戦略策定、人材育成、アプリケーション開発、エコシステム
形成に関する支援要請が寄せられており、ODAへの期待は高まっています。一方で、AIは日本にとっ
ても重要な分野であり、今後はグローバル・サウスとの関係においても、共創的な関係の構築が求め

られます。

　JICAはAI分野でも、⽇本とグローバル・サウス双方のニーズに応える事業の形成・推進を進めてい
きます。

AIの活用にかかる
今後の展望

ベトナム国家イノベーションセンターと連携した

アクセラレーションプログラム 
　ベトナムでは、AIスタートアップの成長を阻む要因として、資金調
達や計算資源、データへのアクセス制約に加え、企業・研究機関・政

府間の連携不⾜や実践的な人材育成の機会不⾜が課題となっていまし

た。こうした背景を踏まえ、ベトナム国家イノベーションセンター

（NIC）とJICAは、VietLeap AI Acceleratorを通じて、スタートアッ
プ育成とエコシステム強化に取り組みました。

　本プログラムでは、AI基礎から製品開発、資金調達、市場展開まで
の体系的なトレーニングに加え、クラウド環境や専⾨家によるメンタ

リングを提供しました。また、業界連携を通じて6件以上のPoCを創
出し、デモデイでは企業、投資家、政府関係者に向けた発表を通じ

て、協業や投資機会の創出を促進しました。さらに、200名以上の専
⾨家、15のスタートアップ、30以上のメディアが参画し、広範なネ
ットワーク形成が実現しました。

　これまでに9社の⽇本企業との連携や50名以上の人材マッチングが
進み、スタートアップの事業化と国際展開が加速しています。今後

は、年間20社以上のAI企業への支援と5年間で20〜40件のAI導入プ
ロジェクト創出を⽬指し、持続的なイノベーション基盤の構築が期待

されています。

参考：https://vietleapai.nic.gov.vn/
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